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1. 問題状況
— Withコロナ時代における科学と政策決定の特徴

Peter Gluckman
NZ主席科学顧問

（2009-18）

分かってきたのは、科学的助言者にとっての
主要な働きと最大の挑戦は、明白な科学的問
題ではなく、ポスト・ノーマルサイエンスと呼ば
れるものを品質証明とする問題について助言
することにある。それらの問題は、急を要し、
社会的・政治的に高い懸念を伴うものである。
問題に関係する人びとは、それぞれの価値観
に応じた立場を強く主張し、科学は複雑で、不
完全で不確実だ。リスクやトレードオフについ
ての多様な意味づけや理解が支配している。
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Post-Normal Science (PNS)
問題を特徴づける２つの尺度で科学知を分類

• システムの不確実性

• 科学と社会: 相互作用する諸システム間の挙動の予測・制御の
困難さ

• 意思決定に関わる利害

「意思決定に関わる利害」の度合いと、シス
テムの「不確実性」の度合いによる分類

(Funtowicz and Ravetz, 1992)

 応用科学（applied science） = Normal science：
• 既存の知識や方法論を適用することで問題を解決。不確実性や価値負

荷性は日常の研究活動では無視しうる。

 専門的コンサルタンシー（Professional consultancy）：
• エンジニアや外科医のような専門職が関わるもの。不確実性に対処する

ために、単に既存の知識の応用には還元できないスキルや専門的判断

が必要となる科学の領域。誤りや失敗のコストが大きい。

 ポスト・ノーマルサイエンス（PNS）：
• システムの不確実性が高く、価値観や利害をめぐる論争が起きており、

意思決定が急がれるような領域。

Systemic risk: 社会的埋め込み、相互依存性、複合性

リスクが、社会的、財政的、経済的な帰結の文脈に
埋め込まれており、リスク同士および様々なその背
景要因同士のあいだの相互依存性が高い。

自然的事象（部分的には人間の行為によって変化
させられたり増幅されたりする）と、国内・国際のあ
らゆるレベルの経済的・社会的・技術的発展、政治
に導かれた行為との交差点としてのリスク。

単独のリスクとその因果関係だけを考えるのではな
く、社会的な要因・影響まで含めた包括的な観点か
らの分析と、政府、産業界、学界、市民社会にまた
がる包摂的（inclusive）なガバナンスが求められる。

（OECD, 2003; IRGC, 2005; Renn, 2008; IRGC, 2012）

リスクガバナンスにおける社会の4つのサブシステム (Renn, 2008)

費用対効果の
バランス

調停

経済的システム

• 所有権
• 内約
• 外部性に対する補償

社会的システム

• 相互理解
• 社会的価値
• ライフスタイル

専門家システム

• 真理主張のテスト
• 道具的知識
• 啓発

政治的システム

• 適正手続き
• 責任法
• 法令
• 投票

効率性

知識能力

価値の公正さ

正統化

専門的助言
パネル

参加

意思決定の方法 問題解決の方法 目的

経済的システム 主に、個人の選好、
所有権、支払意思に
基づく費用対効果に
よる。

契約、資源配分の効
率性、便益と費用の
比較、価格設定、競
争などによる。

効率性

政治的システム 制度化された手順と
規範的統制に基づい
て行われる。

民意を反映した適正
手続きと手順規則に
よる。

正統性

専門家システム 知識に関する主張を
生成し、テストするた
めの方法論的ルー
ルを自由に用いて、
可能性のある結果と
副作用に従ってオプ
ションを評価する。

主張の有効性に矛
盾が生じた場合、さ
まざまな知識ベース
の決定方法を利用し
て解決する。

実効性

社会的システム 利害、選好および議
論のコミュニケーショ
ンの交換により、す
べての参加者の満
場一致による解決を
助ける。

紛争は、関係者すべ
てにとって好ましい
取り決めを見つけ、
共感を使用し、相互
に共有されている信
念や価値観を参照す
るか、社会的地位に
頼って自分の権限を
正当化することで解
決する。

社会的および文
化的な結束

阪田（2020）の表1を一部文言修正

2. 科学と政治の間の基本原則
— 機能的分離と適切な相互作用
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リスク分析における科学的助言の基本原則: 機能的分離と相互作用

リスク評価（科学）とリスク管理（政策決定）

• リスク評価（risk assessment）: 危害要因の特定・分析、リスク

（危害の程度と発生確率）の見積もり、リスク管理措置オプション

のリスク削減効果の評価など

• リスク管理（risk management）： リスク評価の結果およびその

他の考慮事項に基づく総合判断

• リスク管理措置の費用対効果、社会経済的影響、人権など倫理的

問題、人びとのリスク認知に及ぼす影響や反応など

機能的分離の必要性

• 「組織的分離」である必要はない。

相互作用の必要性

リスク評価 リスク管理

リスクコミュニケーション

リスク評価者
（科学者）

リスク管理者
（政策決定者）

利害関係者・一般市民・メディア

食品・化学物質分野におけるリスク分析

機能的分離と相互作用の原則は、全米研究
評議会（NRC）報告書『連邦政府におけるリ
スク評価』 (National research Council,
1983)が最初に提案

機能的分離の組織形態の多様性

科学的助言者（組織）の役割領域
政府の役割領域

政策オプション

の作成

リスク評価 リスク管理

総合的見地から
政策決定

政策実施

食品安全委員会 厚生労働省
（薬事・食品衛生審議会に諮問）

厚生労働省

医薬品医療機器総合機構（PMDA）
厚生労働省
（薬事・食品衛生審

議会に諮問）

厚生労働省

地震防災対策強化地域判定会
地震調査研究推進本部

気象庁  内閣総理大臣
国および地方公共団体

気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 気候変動枠組み条約締約国会議（COP）

有本・佐藤・松尾（2016）; cf.松尾・岸本・立川（2015）

食品安全

医薬品審査

地震予知

地球温暖化

なぜ必要か？

機能的分離の必要性

• 歪曲を防ぐ：

• リスク管理で考慮される関係者の利害や価値判断によって、リスク評価の科学的判断が歪められることを防ぐ。

• 責任の区別（科学と政治の責任境界） ：

• リスク管理者（政策決定者）には、決定を行い、総合判断としての決定の根拠を説明する責任や結果責任があり、こ
れが専門家に転嫁されないようにする。

• 根拠の透明性と検証可能性

• 意思決定が、どのような科学的根拠や政治的判断に基づいているかが、両者の区別と関連とともに記録・公開され、
妥当性が検証できるようにする。

相互作用の必要性

• 政策的有意味性（有効性、実行性）

• リスク評価（科学的助言）の内容が、政策的目的にとってrelevantで、有効かつ実行可能なリスク管理オプションの
立案に役立つこと。

• 初期段階での「リスク評価方針（risk assessment policy）」が重要

• 管理（政策決定者）側からの「諮問」の妥当性も協議対象。「諮問の政治性」。「諮問の罠」の回避。

• 「諮問答申」という一方的・リニアな関係ではない

機能的分離と相互作用の原則が問われた過去の事例

内閣府食品安全委員会プリオン専門調査会（第25回: 2005.5.31）
• 米国産牛肉のBSEリスク評価を始めるにあたっての議論

背景
• BSE国内発生（2001.9.10〜）を契機に食品安全行政の見直し

• BSE問題に関する調査検討委員会: 政策決定過程の不透明な行政機構、専門家の意見を
適切に反映しない行政などの問題点・改善点を指摘

• リスク分析の原則に基づいて、管理機関（農水省・厚労省）から独立したリスク評価機関とし
て内閣府に食品安全委員会を設立（2003.7.1.）

何が問題とされたか？
• 評価と管理の責任の区別: 

• 総合判断としての管理とその責任（説明・結果）。科学者への責任転嫁の恐れへの牽制。

• 諮問内容の妥当性をめぐる評価者と管理者の協議の必要性
• 「20ヶ月齢以下で特定危険部位を除去した牛肉のみ検査なしで輸入」という輸入再開条件
を輸出者が遵守することを前提にしてリスク評価を行うよう諮問。（米国への政治的妥協）

• 科学だけでは足りない正統性の調達のためのリスクコミュニケーションの必要性
• 総合判断としての決定の説明も含めて
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米国産牛肉リスク評価の最終報告書より

リスク評価機関は、人の健康に及ぼす影響を科学的に評価する

ものであり、リスク管理機関は、その評価結果を踏まえて総合

判断して管理措置を決定するものであって、評価機関に責任を

転嫁してはならない。従って、リスク管理機関は管理措置につい

て国民に対する独自の説明責任を持つものである。

コロナ対策における科学と政治の関係: 2020.2 – 6.24

科学的助言と政策決定の間で役割や責任があいまい
専門家会議の6/24提言書でも、今後に向けた課題として「科学と政治の役割分担の明確化」を指摘

厚生労働省
新型コロナウイルス感染症対策推進本部

新型コロナウイルス感染症対策（内閣官房）

新型コロナウイルス感染症対策

アドバイザリーボード

クラスター対策班
新型コロナウイルス感染症対策

専門家会議

2/7, 2/10のみ開催

2/25設置

対策
本部

2/14設置
6/24廃止

基本的対処方針等
諮問委員会

状況分析等 + 感染対策案

総合的対策の案

決定・実施

答申

諮問

医学的見地からの助言
疫学的調査等

新型インフルエンザ等対策有識者会議
2初旬
設置 医療・公衆衛生に関する分科会

社会機能に関する分科会

諮問

1. 専門家の「前のめり」と政府の後景化 〜 「専門家が決めている」というイメージの形成

2. 政治の側の「前のめり」 〜 政治判断の独走や専門家議論への介入

3. 決定過程の不透明さ 〜 科学と政策決定の間の不可視性

根本の問題は政府の説明責任・透明性の希薄さ

1. 専門家の「前のめり」と政府の後景化
専門家の「前のめり」

• 専門家会議構成員のイニシアティヴでまとめられた「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針の具体化
に向けた見解」 （2/24）

• 「三密回避」、「人と人との接触の八割減」、「新しい行動様式」など感染対策を次々と提言

• 途中から、経済の専門家も参加

• 積極的な情報発信

• 新型コロナウイルス感染症に関する専門家有志の会

• 専門家個人のメディア出演

政府の後景化

• 楽観的だった当初の政府の見通し 専門家会議の焦り （河合、2020a）
• 「専門家の分析、ご判断に従っている」と繰り返す首相や関係閣僚の発言

• 首相の記者会見に尾身茂・基本的対処方針等諮問委員会長を同席

• 専門家会議の影に政府が隠れ、自らの説明責任から逃れようとしているかの印象
• 政府方針を専門家会議が決めているという印象

専門家会議への過度の期待と反発・批判

2. 政治の側の「前のめり」
独走する政治判断

• 「全国一斉休校」 （2/27）は、専門家会議に諮ることなく首相判断で決定

• 緊急事態宣言解除も、専門家会議が、5/28に感染状況を分析して可否を判断する想定でいたのに対し、首相は5/21に、
日程を前倒しして5/25に可否を判断することを発表。そのことを専門家会議が知ったのは発表直前。

• 「GoToトラベル」事業について、尾身分科会長が、慎重な議論を求める分科会の意見を政府に伝えたが、採用されず。

• 7/16午後に赤羽一嘉国交相・西村経済再生担当大臣が安倍首相と面会し、 GoToトラベル「東京発着除外」案を表明、同日夜に開かれた分
科会に諮問し、充分な議論が行われることなく、決定。

専門家の議論への介入

• 3/2の専門家会議の「見解」では、当初は「無症状、あるいは軽症の人が感染拡大を強く後押ししている可能性がある」と

いう文があったが、政府側の意向で「症状の軽い人も気が付かない内に感染拡大に重要な役割を果たしてしまっている」
と修正され、「無症状感染」という新型コロナウイルスの重要な特性に関する情報が削除。

• 緊急事態宣言を発表した4/7の記者会見では、専門家会議が主張した「8割の接触削減」に対して、首相は「最低7割、極
力8割の削減」と述べた。

• 5/1に専門家会議が提言に盛り込んだ「1年以上の持続的対策が必要」という文言が官邸の意向により削除。

• 緊急事態解除の数値基準作りでも、感染を「直近1週間の10万人当たりの感染者0.5人以下」まで抑えるという専門家会議
の提案が厳しすぎるとして官邸が却下し、「10万人当たりの感染者が1人程度以下の場合は総合的に判断する」と、政府
の裁量の余地が大きい文言に差し替えられた。
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3. 決定過程の不透明さ―科学と政策決定の間の不可視性

議事録の不作成

• 議事概要と資料、「見解」や「状況分析・提言」は公開されていたが、、

科学的根拠に基づく判断と政治的・裁量的判断の区別が不分明

• 専門家ヘの決定責任の転嫁の構図

• 予め政府側が用意した施策を正当化するために科学的な状況分析やリスク

評価が誘導されたり歪められたりしていないかを、外部から検証困難。

• 意思決定の事後検証が困難不確実性・失敗からの学習が困難

• 新型コロナでは、不確実性・失敗は不可避

• 「行政の無謬性」神話の上塗り

• 専門家会議や政府への世間の疑心暗鬼・不信を助長

コロナ対策における科学と政治の関係: 2020.7.3 –
厚生労働省

新型コロナウイルス感染症対策推進本部
新型コロナウイルス感染症対策（内閣官房）

クラスター対策班

対策
本部

基本的対処方針等
諮問委員会

決定・実施

答申

諮問

疫学的調査等

新型インフルエンザ等対策有識者会議

新型コロナウイルス感染症対策

アドバイザリーボード

7/14
再開

状況分析等

医療・公衆衛生に関する分科会

社会機能に関する分科会

新型コロナウイルス感染症対策

分科会

7/3設置

総合的対策の案

状況分析等 + 感染対策案

 組織構成上は、機能的分離・透明性が改善されたといえる
• 分科会は、感染症専門家だけでなく、社会・経済の専門家、自治体の長なども含み、よりリスク管理寄りの構成
• 再開したアドバイザリーボードが「リスク評価」組織の役割
• アドバイザリーボードは議事録はないが資料は公開。分科会は議事録も公開。

 しかし、十分であるわけではない
• 社会経済的なインパクト評価は十分には行われていない。（専門家会議の頃よりは改善）
• そもそも、より実質的な議論は本会議以前の場で行われており、官邸等からの政治的介入もある 不透明な相互作用
• 「諮問」を通じての介入（諮問の罠）の例も

• 「GoToトラベル」の早期開始に懐疑的だった分科会に対して、（「事業そのものを開始してよいか」「東京以外も除外すべきかどうか」
ではなく）「東京発着を除外してもよいか」と諮問。分科会では充分な議論を行えず。

• 独走する政治
• 「感染拡大要因としてのGoToトラベル」についての専門家の示唆・見解は「エビデンスがない」と切り捨て。
• 2回目の緊急事態宣言の1都3県の延長は、専門家の見解と一致してはいたが、決定要因は政治的理由（「小池潰し」）。

3. ガバナンスのモード変容の必要性
— 〈可謬主義〉へ

〈誤りやすさ〉に備える可謬主義的なガバナンスへ

暫定的ガバナンス（Tentative governance） (Kuhlmann et 
al., 2019)

• 新興科学技術のガバナンスのモデルとして提案され
たものだが、新興リスクへの対応としても重要。

• 政治的・組織的な複雑さと不確実性に対処し、探索的
な戦略を発展させる際に求められる。

要件

• 学習・検証可能性の確保

• 新知見の獲得、モニタリング、

• 政府内外の人的・組織的・技術的リソースとネットワーキング

• 複数シナリオ、「プランB」
• 「誤り」や「不確実性」への社会的・制度的寛容さ

• 柔軟かつ有益な方針転換を肯定的に評価

• その都度の知識の限界、誤りやすさを許容する態度

• 一定の条件にもとで、助言の誤りへの責任追及を免罪する
社会的合意 （岸本、2020）

暫定的ガバナンスの特徴

• 用心深い（prudent） ＞断定的（assertive）
• 試行錯誤、学習プロセス

• 予備的・時限的（preliminary） ＞持続的（persistent）

• 柔軟性（flexibility）

• 漸進的（incremental）

• 探索（probing）と学習＞選択肢の規定（stipulation）

類似概念

• Reflexive governance
• Anticipatory governance
• Adaptive governance
• Experimental governance
• Explorative governance
• Distributive governance
• Mixed governance
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コミュニケーションの課題
情報発信における可謬主義・暫定主義

メディアやSNSなどで広がる誤情報への対処は言うまでもなく…
• 発信した情報を、新知見に照らして絶えず検証

• 訂正情報をはっきりと出す

• 過去の情報への直接的リンク： 政府においても、メディアにおいても

• 政府には「無謬神話」の払拭が必要

• 柔軟な情報発信を妨げ、不信を呼ぶ原因

• 国民も、可謬主義的態度、唯一解のないことの割り切れなさ、あいまいさへの〈耐性〉を身につける必要

• 科学的知見は更新され、政府や専門家も誤りうることを前提に情報を受け止め、 「訂正」を肯定的に評価し、更新に備
える姿勢が求められる。

• 「エビデンスの重み」の違いについての認識。

• 「両論併記の罠」、確証バイアス、つまみ食いの回避

複合するリスクを俯瞰した、多様なステークホルダーとの双方向コミュニケーション

• リスクおよび政策の影響を直接・間接に受ける社会集団へのアプローチ

• とくに脆弱（vulnerable）な集団、「外部性」への配慮

• 〈現場〉の当事者の状況認識、問題・課題認識、不満や懸念、ニーズ等についての意見や提案を把握

4. 平時からの〈備え〉に向けて

「平時からの備え」としての常設助言組織とエコシステムの醸成

独立の常設専門的助言組織としてのアカデミーの機能強化

• 行政の課題設定による制約や、その他政治的影響を受けやすい政府内助言組織（審議会等）ではなく。

• 社会の重要問題について、自律的に課題設定し、知見を集約・検証し、政治や社会の動向に先んじて情報発信、
提言や勧告を行う。

• 政府内助言組織と連携しつつ、「監査」（ダブルチェック）も担う。

• 日本学術会議は雛形だが、圧倒的な資金不足と事務局の専門的人材不足が大きな足かせ。

横断的かつ重層的な科学的助言のエコシステム

• 既存の分野別の研究機関や評価機関、関係省庁、研究助成機関、さらには学術団体（学会、アカデミー）やシン
クタンク、大学等の研究者と連携

• 海外の組織との連携も含めた「システム・オブ・システムズ」の構築 （有本・佐藤・松尾、2016）
• 専門的助言に関わる「回転ドア」、「労働市場」の創出。

 「オールハザードアプローチ」の必要性: システミック・リスクへの先制的・予見的な対応

• 食品安全や感染症対策など個別分野に限定せず、国が近い将来に直面しうる多方面のリスクについて横断的
に情報収集や調査研究、評価を行い、政府の危機対応の戦略づくりに寄与

• 「国家リスク評価（National Risk Assessment: NRA）」 （城山、2018; 岸本、2020）

研究者と政策実務者の相互理解・共進化

さらに必要なこと

マルチステークホルダーとのコミュニケーションの「チャンネル」の創出と実践の蓄積

• 平時から、さまざまな社会的・政策的テーマについて、政策関係者（政治家、行政職員）、事業者、市
民などが対話する場や機会を創出・醸成

• 地域レベルものから国レベルのものまで。

• とくに危機への備えとしては、地方自治体と地域の関係者の関係が重要

• それぞれのイニシアティヴが重要

• 行政主導だけでなく、市民や事業者の側からも

• 政治家（国会議員、）の役割も重要

科学的助言が機能する根本的な前提条件としての「科学-政治文化」の醸成

• 政府の説明責任（説明応答責任、答責性）の重視する文化

• 独立・自律的な専門知・エビデンスを重視・尊重する文化

• 社会の側に専門知を意思決定の不可欠のリソースとして活用する需要がなければ、科学的助言の担い手や組織、
それらの連携、エコシステムは機能しないし発展することもない。

歴史・社会的記憶の可視化・継承

• 危機において、社会や政治、科学にどのような問題が生じるか

• 人文・社会科学や調査報道の役割
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